	旅行業


少子高齢化や人口減少などで、国内旅行の取扱高は緩やかな減少傾向である。海外旅行は、欧州のほかアジアの人気が高い。しかし、国内・海外ともに世界的な新型コロナウイルスの感染拡大で需要は激減した。
　感染終息が見込めない中、各社は需要喚起の方策に苦慮している。
業界概要
報酬を得て旅行業務を取り扱う旅行業は、旅行業法に基づく登録制で、業務範囲の違いにより第１～３種の旅行業及び地域限定旅行業の４つに分類される。第１種から第３種の旅行業は、海外・国内の受注型企画旅行（オーダーメイド旅行）、海外・国内の手配旅行、及び他社の募集型企画旅行（パッケージ旅行）の代理販売（代売）を行うことができる。また、募集型企画旅行について、第１種が海外・国内双方で、第２種が国内でのみ、第３種が限定された区域内（営業所の所在地とそれに隣接する市町村内）で扱うことができる。
なお、2018年の法改正により、旅行業者の依頼を受けて運送手段（鉄道、バス等）や宿泊施設、通訳案内士などを手配する事業者は、旅行サービス手配業（ランドオペレーター）として登録されることとなった。
大阪の地位と特徴
全国の旅行業者数は、2019年５月現在で第１種691社、第２種3,022社、第３種5,803社、旅行業者代理業675社、地域限定267社を合わせて10,458社と、４年連続で１万社を超えた。事業者数は増加傾向にあるが、インターネット上のみで取引を行うＯＴＡ（Online Travel Agent）と呼ばれる旅行会社の台頭もあり、伸び率はやや鈍化している。ＯＴＡの急伸につれて、鉄道・航空機などのチケット手配や宿泊施設の予約を顧客が自ら行うスタイルが普及している。
大阪府では、第１種43社、第２種194社、第３種588社、旅行業者代理業58社が立地し、対全国比はそれぞれ、6.2％、6.4％、10.1％、8.6％となっている。事業者数では、東京都（2,580社）に次いで全国第２位の891社であるが、対全国比では上述のように第３種が最も高く、中小零細事業者の集積が厚い。
自然災害や異常気象が国内需要の足かせに
最近数年間の総取扱額は、少子高齢化や人口減少、海外ＯＴＡの進展による競争激化などの影響もあり、緩やかな減少傾向にある。これを部門別にみると、全体の６割弱を占める国内旅行については、2017年はゴールデンウィーク（ＧＷ）の日並びが良かったことや、ＬＣＣ（低費用航空会社）の利用の定着、ＪＲ東日本・西日本による豪華列車（クルーズトレイン）の運行開始など、話題には事欠かなかったが、前年比は8.7％減となった。2018年は明治維新150年をはじめ、東京タワー開業60周年、瀬戸大橋開通30周年など、周年行事の多い年だったが、６～９月にかけて地震や豪雨、台風といった自然災害が相次ぎ、総取扱額は前年比8.3％減少した。2019年はＧＷが新天皇の即位を祝う10連休となったことで、行楽ムードを後押しした。ところが、夏以降は厳しい残暑や九州北部豪雨、台風15号がこうした機運に水を差し、さらに台風19号や消費税増税後の消費控え、暖冬と雪不足によるスキー需要の低調など、年後半のマイナス要因が多かった。
一方、海外旅行については2015年のパリ同時多発テロ直後は大きく減少したが、イタリアなど欧州方面の回復に加え、急伸するＬＣＣを利用したアジア（韓国、台湾等）やハワイ、豪州方面などの堅調な需要を反映し、2017年は前年比がプラスに転じた。また、2018年は団塊世代が突入し始めた70歳代の海外出国者数が大きく伸びたことや、旅程が１週間以内の安価なカジュアルクルーズの人気の高まりなどもあり、前年比は増加した。
　訪日外国人旅行（インバウンド）の動きをみると、2017年は世界経済の緩やかな回復基調の下、ＬＣＣなど国際航空便数の拡大によるリピーターの増加、韓国からの旅行者の急増、クルーズ旅客数の大幅な増加などが寄与し、旅行者は前年比２桁の増加となった。2018年は、９月の台風21号や北海道胆振東部地震といった自然災害で一時的に減少したが、その後のインバウンド復興支援策も奏功し、中国、韓国、台湾からの旅行者を中心に復調した。2019年は、元徴用工訴訟に端を発する日韓関係の悪化や韓国経済の低迷などもあり、韓国からの旅行者が大幅に減少した。しかし、中国、台湾、香港や東南アジアで航空座席供給量が増加したことや、ラグビーＷ杯の開催に伴い欧州、米国、豪州からの旅行者が増えたことなどから、訪日外国人客数は前年比2.2％増の3,188万人と、ＪＮＴＯが統計を取り始めた1964年以来、最多となった。
新型コロナウイルスの拡大で需要は激減
中小旅行会社が中心の（一社）全国旅行業協会（ＡＮＴＡ）は、2020年１～３月期の国内旅行の取扱高が前年同期比で、少なくとも30％以上の減少とみている。全国の中小事業者で、２月の予約キャンセルが続出したほか、改正新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行以降、３月後半の予約についてはキャンセルが相次ぎ、さらに４～５月の予約も入らないといった声もある。
　中小旅行会社では、地域の町内会・自治会、婦人会、ＰＴＡ、企業の労働組合や親睦会などの団体が主な顧客であり、長年の信頼関係による受注が多いことから好不況による取扱高の変動は少なかった。だが、高齢者の重症化リスクが高いといわれる新型コロナウイルスの感染拡大により、高齢化が進む上述した顧客のツアーの延期もしくは中止を余儀なくされるケースも少なくない。ただし、ツアーを延期するにも、①催行日が土日に偏り宿泊施設やバスの手配を迅速に行えないこと、②顧客側の諸準備（旅行費用の工面、参加者の再募集等）、③新型コロナウイルスの終息時期の不確実性などを考えると、現時点で催行日を設定し直すことはきわめて困難である。
　大手旅行会社では中小ほどではないものの、やはり新型コロナウイルスの影響で、過去に経験したことのない厳しい状況に直面している。2002年に中国広東省で発生したＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）の際には、海外旅行から国内旅行へのシフトがあり、国内旅行の落ち込みはなかった。ところが、今回の新型コロナウイルスでは、海外・国内ともに不振で、１～３月期の国内旅行はキャンセルが続出した上、４月以降は催行するツアーもほとんどなく、カウンター店舗については臨時休業するところもある。ある企業の１～３月期の国内旅行は、新型コロナウイルス感染拡大による出控えにより、前年同期比32％の減少である。方面別では、北海道が同54％減と著しく、首都圏が同44％減、沖縄が同36％減と続いている。
　海外旅行については、近年、韓国方面のツアーやダイヤモンド・プリンセスといったカジュアルクルーズの人気が高まっていたが、新型コロナウイルスの拡大により状況は一転した。業界では、ＳＡＲＳの影響を受けた2003年上半期の海外旅行の売上高が、前年同期比で40％減少したという。今回もある企業では、１～３月期は同41％の減少（パッケージツアー・ベース）で、方面別でみるとアジアが同56％減、欧州が同37％減、ハワイが同31％減と未曾有の落ち込みである。
　出発国の旅行会社と契約するため、国内旅行会社との金銭契約がほとんどないインバウンドについては、１月末までは微減で推移していたが、新型コロナウイルスの拡大に伴って、２月の中旬頃から急激に減少した。なお、ある大手企業では、１～３月期の前年同期比が12％減少した。
設備投資の時期見直しも
新型コロナウイルスの感染拡大による販売額の減少で、収益が悪化している大手企業では、設備投資の時期を見直す動きもみられる。本来ならば今年に実施予定だった投資を、新型コロナウイルスが終息する時期まで延期し、優先度の低い投資については一時凍結するという。一方、個人事業主が多く、実店舗で接客するよりも顧客先に直接出向く営業が多い中小旅行会社では、これまで通り目立った設備投資はみられない。ただし、近年急速に進むキャッシュレス化の潮流もあり、４年前にはあまり進んでいなかったＡＮＴＡ会員向けのキャッシュレス決済サービスの導入が広がっている。
規模により雇用の課題は異なる
　この数年は、大手企業の内定倍率（応募者数÷内定者数）は高いが、業務の分業化が難しく残業が多い体質もあり、従業員の定着率は高いとはいえない。ある大手では、2020年は全社で100人以上を採用し、翌年も100人前後を採用する予定である。中小事業者は、事業承継が喫緊の課題となっており、後継ぎがいない企業では廃業時に従業員が独立することもある。

終息が見通せない難しさ
日本で建造され、初心者向けクルーズとして人気が高かったダイヤモンド・プリンセスの日本発着クルーズについては、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、2020年10月１日の出発分まで中止されることが決まった。最近、利用者が増加し、日本におけるカジュアルクルーズ市場の成長が期待されていただけに、旅行業界にとってダメージは大きい。今後、どのように安全性を訴え、信頼を積み上げていけるのかは未知数である。
　アジアから発生し、欧米さらにはアフリカへと新型コロナウイルスの感染が拡大する状況の下で、いつ終息するのか、また終息後は速やかに人々が旅行を楽しむようになるのか、全く予測が立たない。「密閉」「密集」「密接」を避けるよう、人々の行動が制限され続ける限り、旅行需要を喚起する方策を打ち出すのは至難の業であり、各社とも対応に苦慮している。
（山本　敏也）
※前回の調査時期は2016年７～９月期

主要都府県の旅行業者数
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東京都

400 492 1,561 14 113 2,580

大阪府

43 194 588 8 58 891

愛知県

34 122 283 3 34 476

埼玉県

3 150 243 2 13 411

千葉県

3 100 251 9 14 377

全国計

691 3,022 5,803 267 67510,458


資料：観光庁ホームページより。
（注）2019年5月1日現在。
旅行業者取扱額の推移（兆円、％）
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'19.1～3  0.64 0.6 0.50 ▲ 1.1
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資料：(公財)日本交通公社『旅行年報2019』。
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